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１．地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

 

（１）対象地域 

構成市町村名 川越市 

面積 109.13k㎡ 

人口 353,442人（令和３年３月31日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 対象地域図 

 

（２）計画期間 

令和３年４月１日から令和８年３月31日までの５年間を計画期間とする。 

なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見

直すものとする。 

 

（３）基本的な方向 

川越市（以下「本市」という。）は、都心から30キロメートルの首都圏に位置するベ

ッドタウンでありながら、商品作物などを生産する近郊農業、交通の利便性を生かし
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た流通業、伝統に培われた商工業、豊かな歴史と文化を資源とする観光など、充実し

た都市機能を有している。現在も、埼玉県南西部地域の中心都市として発展を続けて

いる。 

生活排水処理については、河川等公共用水域の水質保全のため、公共下水道及び集

落排水施設の整備を促進するとともに、未整備区域においては、合併処理浄化槽の整

備を促進する。また、本市から収集される汲み取りし尿及び浄化槽汚泥については、

有機性廃棄物リサイクル推進施設（汚泥再生処理センター）を整備して再生処理を行

う。し尿処理と下水道との一元的な処理体系により処理の合理化と効率化を図るとと

もに、処理に伴い発生する汚泥を資源化（助燃剤化）して、有機性資源の有効利用を

推進することで、資源循環型社会の形成に寄与することを目指す。 

 

（４）ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

埼玉県では、平成20年３月に「第２次埼玉県ごみ処理広域化計画」を策定している。

同計画では、地域の地理的・社会的な特性を考慮した上で適正な施設の規模を確保す

るために、焼却施設の１日当たりの処理能力が300ｔ以上（少なくとも100ｔ以上）と

なるようにごみ処理広域ブロック（計21ブロック）を設定している。本市は、ブロッ

ク11として位置付けられており、単独市町村で計画的な施設整備を進めていく予定と

されている。 

し尿処理施設整備に関しては、近隣市町村の施設更新時期の違い等の課題があり広

域化実現には至っていない。そのため、市単独事業として、既存施設の敷地内に更新

する。ただし、今後も効果的・効率的なし尿等の収集・運搬・処理が行われるように、

社会状況の変化等に的確に対応するとともに安定的な運営に努めていく。 
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２．循環型社会形成推進のための現状と目標 

 

（１）生活排水処理の現状 

令和２年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥量の排出量は図２に示すとおりで

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 生活排水の処理状況フロー 

  

301,049 人( 85.2 ％)

334,654 人( 94.7 ％) 1,948 人( 0.6 ％)

浄化槽汚泥発生量

31,657 人( 9.0 ％) 34,024 kL／年

353,442 人( 100 ％)

単独処理浄化槽人口

17,194 人( 4.9 ％)

18,788 人( 5.3 ％)

非水洗化人口

1,594 人( 0.5 ％) 2,064 kL／年

※　汚水衛生処理人口：汚水処理施設に接続されている人口

※　端数処理の関係上、個々の構成比の合計が100％にならない場合がある。
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（２）生活排水処理の目標 

生活排水処理の目標は、表１に掲げるとおり汚水衛生処理率の向上を目指し、下水

道、集落排水施設及び合併処理浄化槽の整備を進めるとともに、し尿処理施設の効率

的な整備等を進めていくものとする。 

 

表１ 生活排水処理に関する現状と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 目標達成時の生活排水の処理状況フロー 

301,049 人( 85.2 ％) 309,070 人( 86.9 ％)

1,948 人( 0.6 ％) 2,183 人( 0.6 ％)

31,657 人( 9.0 ％) 30,334 人( 8.5 ％)

18,788 人( 5.3 ％) 14,050 人( 4.0 ％)

353,442 人 355,637 人

2,064 1,460

34,024 36,866

36,088 38,326

※　端数処理の関係上、個々の構成比の合計が100％にならない場合がある。
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令和2年度実績　(割合) 令和8年度目標　(割合)

公共下水道

集落排水施設等

合併処理浄化槽

309,070 人( 86.9 ％)

341,587 人( 96.0 ％) 2,183 人( 0.6 ％)

浄化槽汚泥発生量

30,334 人( 8.5 ％) 36,866 kL／年

355,637 人( 100 ％)

12,917 人( 3.6 ％)

14,050 人( 4.0 ％)

1,133 人( 0.3 ％) 1,460 kL／年

※　汚水衛生処理人口：汚水処理施設に接続されている人口

※　端数処理の関係上、個々の構成比の合計が100％にならない場合がある。
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３．施策の内容 

 

（１）発生抑制、再利用の推進（生活排水対策） 

河川等公共用水域の浄化対策及び適正な生活排水処理を推進するため、以下の施策

を積極的に行う。 

ア．下水道汚水整備事業の推進 

厳しい財政状況の中、歳入（国の補助金等）の更なる活用、歳出の削減（工事費

のコスト縮減等）などの徹底を図りながら、事業を推進していく。 

イ．合併処理浄化槽への転換促進 

合併処理浄化槽への転換を進める必要があることから、啓発と補助制度の活用に

より転換を促進していく。 

ウ．下水道水洗化普及事業の推進 

パンフレット等により、下水道の接続義務等について指導を行い、下水道への 

接続を促していく。 

エ．浄化槽の維持管理促進 

補助制度の活用と啓発、浄化槽法に基づく助言・指導を進めていく。 
 

（２）処理体制（生活排水処理の現状と今後） 

生活排水処理については、引き続き、市街地における公共下水道の計画的な整備を

推進し、農業振興地域における集落排水施設の計画的な整備を推進する。公共下水道

事業計画区域及び集落排水処理区域以外の地域では合併処理浄化槽の計画的な整備を

推進する。 

し尿及び浄化槽汚泥（集落排水施設からの汚泥を含む。）については、川越市環境衛

生センター（し尿処理施設）で処理を行っている。今後は、有機性廃棄物リサイクル

推進施設（汚泥再生処理センター）として整備し、衛生処理を継続するとともに、発

生する汚泥を資源化（助燃剤化）して、有機性資源の有効利用を推進する。 

 

（３）処理施設等の整備 

ア．廃棄物処理施設 

上記（２）の処理体制で処理を行うため、表２のとおり必要な施設整備を行う。 
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表２ 整備する処理施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ．合併処理浄化槽の整備 

合併処理浄化槽の整備については、表３のとおり行う。 

 

表３ 合併処理浄化槽の整備計画 

 

 

 

 

 

（４）施設整備に関する計画支援事業 

（３）ア．の施設整備に先立ち、表４のとおり計画支援事業を行う。 

 

表４ 実施する計画支援事業 

 

 

 

 

 

 

（５）その他の施策 

その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

ア．再生利用品の有効活用 

有機性廃棄物リサイクル推進施設（汚泥再生処理センター）で発生する汚泥を含

事業 

番号 

整備施設種類 

施設名 
事業名 処理能力 設置予定地 

事業期間 

(全体事業期間) 

国土 

強靭化 

１ 

汚泥再生処理セ

ンター 

（仮称）川越市

環境衛生センタ

ー（汚泥再生処

理センター） 

有機性廃棄物リ

サイクル推進施

設整備事業 

122kL/日 

川越市大字大

仙波1249番地

１ 

R6～R9 － 

（整備理由） 

事業番号１ し尿処理施設の老朽化、し尿処理汚泥の再生利用促進 

事業番号 事業名 事業内容 事業期間 

１ 

有機性廃棄物リサイクル推進施設整備（事

業番号１）に係る生活環境影響調査事業 
生活環境影響調査 R5 

有機性廃棄物リサイクル推進施設整備（事

業番号１）に係る発注支援事業 
発注仕様書の作成 R6 

 

直近の整備済
基数（基）

整備計画
基数

整備計画
人口

（令和2年度） （基） （人）

浄化槽設置整備事業 1,794 175 396 R3～R7
川越市国土強靭化
地域計画

合計 1,794 175 396

事業名 事業期間 国土強靭化
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水率70％以下に脱水し、本市所管のごみ焼却施設で助燃剤として可燃ごみと混焼す

ることによりエネルギーの有効活用を図る。 

イ．災害時の廃棄物処理に関する事項 

本市では、策定した災害廃棄物処理計画に基づき、災害廃棄物の処理を行う。 

仮設トイレや避難所等のし尿の収集は、仮設トイレの設置数及び避難者数等の利

用状況に応じて優先順位を決定し実施する。 

また、上下水道施設が被害を受けた場合、水洗トイレの使用ができなくなること

が想定され、推計した発生量を大きく上回る汲み取りし尿が発生し、収集体制の能

力に不足が生じるおそれがある。このような場合には、他自治体、業界団体等に協

力・支援を要請する。 

収集したし尿は、環境衛生センターで処理することを基本としますが、施設の一

部または全部が被災するなどによって通常の稼働が困難となった場合は、他自治体

の施設への処理の要請を行う。 

 

４．計画のフォローアップと事後評価 

（１）計画のフォローアップ 

本市は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応

じて埼玉県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行

う。 

 

（２）事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速や

かに計画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるもの

とする。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直す

ものとする。 
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様式１

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画　総括表１
１．地域の概要

(1)地域名 川越市 (2)地域内人口 人 (3)地域面積 k㎡

(4)構成市町村等名 川越市 (5)地域の要件 人口 面積 沖縄 離島 奄美 豪雪 山村 半島 過疎 その他

①組合名：

②組合を構成する市町村：

③設立（予定）年月日：

353,442 109.13

(6)構成市町村に一部事務組合等が
含まれる場合、当該組合の状況

３．一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定

（１）現有施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 竣工年月
廃止又は休止
（予定）年月

解体（予定）
年月

想定される浸水深と対策 備考

ごみ焼却施設 東清掃センター 川越市
全連続燃焼式ス
トーカ炉

70 t/24h×2 S61.11 未定 未定

リサイクル施設 東清掃センター 川越市 破砕・選別・圧縮 60 t/5h H5.3 未定 未定

熱回収施設 資源化センター 川越市
流動床式ガス化溶
融炉

132.5 t/24h×2 H22.3 未定 未定

リサイクル施設 資源化センター 川越市
破砕・選別・圧
縮・梱包

53 t/5h H22.3 未定 未定

草木類資源化施設 資源化センター 川越市 破砕 6.1 t/5h H22.3 未定 未定

最終処分場
小畔の里クリー
ンセンター

川越市
サンドイッチ工法
による準好気性埋
立方式

H1.3 未定 未定

し尿処理施設
環 境 衛 生 セ ン
ター

川越市 標脱＋下水道放流 150 kL/日 S55.3 ー 未定

（２）更新（改良）・新設施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式
竣工予定年

月

更 新 （ 改
良）・新設理
由

廃焼却施設の
解体の有無
（解体施設の
名称）

廃焼却施
設解体事
業
着手（予
定）年月
完了（予
定）年月

想定される浸水深と
対策

プラス
チック再
商品化を
実施する
ための施
設整備事
業

備考

汚泥再生処理セン
ター

（仮称）環境衛
生センター（汚
泥再生処理セン
ター）

川越市
固液分離下水放流
処理方式＋助燃剤
化

122 kL/日 R10.4
老朽化対応及
び資源化のた
めの更新

－ －

［３～５ｍ］
予備設計（施設整備
基本計画）で計画す
る。

※計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付した（添付資料２）。

処理能力
(単位)

約98,000㎥

処理能力
(単位)

[0.5m～3m]
主要機器及び制御盤等は浸水
水位以上に配置する。

[3m～5m]
仮設ポンプの設置。

[0.5m～3m]
資源化センターと連携体制を
整えている。

[0.5m～3m]
処理残渣ピット等は浸水水位
以上とする。

[0.5m～3m]
プラットホームのレベルは浸
水水位以上とする。

[0.5m～3m]
処理残渣ピット等は浸水水位
以上とする。

[0.5m～3m]
処理残渣ピット等は浸水水位
以上とする。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４．生活排水処理の現状と目標

年度 過去の状況・現状 目標

指標・単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和8年度

総人口 350,457 351,863 352,418 353,078 353,456 353,442 355,637

公共下水道人口 汚水衛生処理人口 291,982 292,487 295,381 297,845 298,643 301,049 309,070

汚水衛生処理率 83.3％ 83.1％ 83.8％ 84.4％ 84.5％ 85.2％ 86.9％

集落排水施設等人口 汚水衛生処理人口 2,001 2,024 2,007 1,978 1,942 1,948 2,183

汚水衛生処理率 0.6％ 0.6％ 0.6％ 0.6％ 0.5％ 0.6％ 0.6％

合併処理浄化槽人口 汚水衛生処理人口 33,297 35,515 33,388 33,384 33,186 31,657 30,334

汚水衛生処理率 9.5％ 10.1％ 9.5％ 9.5％ 9.4％ 9.0％ 8.5％

未処理人口 汚水衛生未処理人口 23,177 21,837 21,642 19,871 19,685 18,788 14,050

※別添資料として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付した（添付資料１）。

５．浄化槽の整備の状況と更新、廃止、新設の予定

基数 処理人口 開始年月日 基数 処理人口 目標年次

浄化槽設置整備事業 川越市 1,794 4,410 H4.4 175 396 R7

※計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付した（添付資料３）。

施設種別 事業主体
現有施設の内容 整備予定基数の内容

備考



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式２

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表２

令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和

3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

○ し尿処理に関する事業 675,583 0 0 0 0 675,583 461,093 0 0 0 0 461,093

汚泥再生処理センター整備事業 1 川越市 122 kL/日 R6 R7 675,583 0 675,583 461,093 0 461,093
全体事業：
R6～R9

○ 浄化槽に関する事業 103,540 20,404 20,784 20,784 20,784 20,784 100,972 19,120 19,500 20,784 20,784 20,784

浄化槽設置整備事業 川越市 175 基 R3 R7 103,540 20,404 20,784 20,784 20,784 20,784 100,972 19,120 19,500 20,784 20,784 20,784

○ 施設整備に関する計画支援事業 19,528 0 0 9,804 9,724 0 17,213 0 0 9,804 7,409 0

汚泥再生処理センター整備に係
る計画支援事業

1 川越市 R5 R6 19,528 9,804 9,724 17,213 9,804 7,409

798,651 20,404 20,784 30,588 30,508 696,367 579,278 19,120 19,500 30,588 28,193 481,877

備考

事業期間
交付期間

総事業費（千円）

事業名称

事業
番号

事業主体
名称

合　　計

規模 交付対象事業費（千円）事業種別

単位 開始 終了



 

 

 

 

 

 

 

 

  

【参考資料様式６】 

施設概要（し尿処理施設系） 
 

都道府県名：埼玉県 

 

(1) 事業主体名 川越市 

(2) 施設名称 （仮称）川越市環境衛生センター（汚泥再生処理センター） 

(3）工期 
令和６年度～令和７年度 

（全体：令和６年度～令和９年度） 

(4) 施設規模 処理能力  １２２kL／日（予定） 

(5) 形式及び処理方式 固液分離下水道放流方式 

(6) 地域計画内の役割 
地域内で発生するし尿、浄化槽汚泥及び集落排水施設汚泥の

資源化（助燃剤化）を行う。 

(7) 廃焼却施設解体 

工事の有無 
 有 無 

 

「汚泥再生処理センター」を整備する場合 

(8) 資源化の方法 助燃剤化 

(9) 資源化物の利用計画 脱水汚泥の含水率を70％以下とし、ごみ処理施設で助燃剤と

して可燃ごみと混焼することによりエネルギーの有効利用を

図る。 

 

「コミュニティプラント」を整備する場合 

(10)計画処理人口及び 

面積 

人口      人 

面積      ㎡ 

(11)計画地域の性格  

 

 

 

(12)総事業計画額 

６７５，５８３千円（全体：３，３７７，９１３千円） 

うち、交付対象事業費 ４６１，０９３千円 

（全体：２，２５３，０３１千円） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【参考資料様式７】

施設概要（浄化槽系） 
 

都道府県名 埼玉県
 
 

(1) 事業主体名 川越市 

(2) 事業名称 浄化槽設置整備事業 

(3) 事業の実施目的及び

内容 

公共用水域の環境保全を図るために、合併処理浄化槽を設置する

ものに対し補助金を交付する 

(4）事業期間 令和３年度～令和７年度 

(5) 事業対象地域の要件 
人口 面積 沖縄 離島 奄美 豪雪 山村 半島 過疎 その他 

 

(6) 事業計画額 

交付対象事業費 １００，９７２ 千円 

 うち （以下の事業を実施する場合） 

・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費 100,972千円 

・公的施設単独処理浄化槽集中転換事業に係る事業費    0千円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○　事業計画額の内訳及び浄化槽整備規模

【浄化槽設置整備事業の場合】

　　　　５人槽 85 基（ 187 人分） 28,220千円 33,400千円 31,328千円

　６～　７人槽 85 基（ 187 人分） 35,190千円 35,960千円 35,652千円

　８～１０人槽 5 基（ 22 人分） 2,740千円 3,210千円 3,022千円

１１～２０人槽 基（ 人分）

２１～３０人槽 基（ 人分）

３１～５０人槽 基（ 人分）

　５１人槽以上 基（ 人分）

宅内配管費 163 基 39,300千円 24,450千円 24,450千円

撤去費 163 基 14,260千円 6,520千円 6,520千円

雨水貯留槽等再利用 基

改築費（災害） 基

改築費（長寿命化） 基

台帳作成費

計画策定等調査費

合　　計 175 基（ 396 人分） 119,710千円 103,540千円 100,972千円

浄化槽整備
効率化事業費

効果的な転換促進及び管理適正化費

交付対象基数
基準額 総事業費

交付対象
事業費（ 396 人分）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【参考資料様式８】  

施設整備に関する計画支援概要 
 

都道府県名： 埼玉県 

 

(1) 事業主体名 川越市 

(2) 事業目的 汚泥再生処理センター整備事業のため 

(3）事業名称 
汚泥再生処理センター整備に係

る生活環境影響調査事業 

汚泥再生処理センター整備に係

る発注支援事業 

(4) 事業期間 令和５年度 令和６年度 

(5) 事業概要 

廃棄物の処理及び清掃に関する

法律に基づくし尿処理施設に係

る生活環境影響調査 

発注仕様書作成等業者選定の支

援 

 

 

 

(6) 総事業計画額 
９，８０４千円 

うち、交付対象事業費 9,804千円 

９，７２４千円 

うち、交付対象事業費 7,409千円 



 

添付資料１ 指標と人口等の要因に関するトレンドグラフ 
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添付資料２ 地域内の施設の現況と予定（位置図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東清掃センター 

小畔の里クリーンセンター資源化センター 

衛生センター 



 

 

添付資料３ 浄化槽整備区域図及び浄化槽処理促進区域図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

添付資料４ 現有及び新設予定の廃棄物処理施設が所在する地域のハザードマップ（災害が想定されない地域を除く。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小畔の里クリーンセンター 

資源化センター 

東清掃センター 

環境衛生センター 



 

 

添付資料５ 国土強靭化地域計画（事業が記載されている部分の抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


